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要約：本研究では教育実践研究 Kids K-tai プロジェクトで得られた児童間の携帯電話利用ログの

分析を行なった。特に、学校外での利用ログを分析の対象とした。教育現場に学習ツールとして

携帯電話が導入された際に、学校外で携帯電話が児童たちにどのように利用されるのか、部分的

に明らかにした。 
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1. 問題 

 近年、携帯電話の利用における低年齢化が進

んでおり、学習メディアとしての利用も検討さ

れるようになってきた。しかしながら、学校外

で携帯電話が子どもたちにどのように利用さ

れるのかという基礎的データがないのが現状

である。 

 携帯電話などのメディア利用に関して、実態

基本調査は少なからず行なわれている（e.g. 

ベネッセ教育研究開発センター 2005）。しか

しながら、利用意識などの調査項目が多く、細

かい利用の実態を把握することは難しい。 

 携帯電話の教育的利用を検討するにあたっ

て、子どもたちの携帯電話利用やコミュニケー

ションの実態を把握しておくことは重要にな

る。 

 

2. Kids K-tai プロジェクト 

 東京大学大学院情報学環ベネッセ先端教育

技術学講座（BEAT）では、ベネッセコーポレ

ーション、NTT DoCoMo と共同で、携帯電話

を利用した教育実践研究「Kids K-tai プロジェ

クト」を実施した。Kids K-tai プロジェクトは

お茶の水女子大学附属小学校 6 年生 38 名（男

児 18 名、女児 20 名）及びその保護者、教員 4

名に携帯電話を貸し出して行った教育実践研

究である。 

 実践は 2005年の 9月 20日から 2006年の 3

月 10 日にかけて行われた。貸出機種は市販品

の F901iC で、NTT ドコモから本体の提供を

受け、各種制限機能を設定したものである。貸

出期間中の通信コストについて、参加者が負担

することはなかった。 

 本研究では、子どもたちの携帯電話利用のケ

ーススタディを行なう。この Kids K-tai プロ

ジェクトで取得された児童 38 名間の通話発信

記録とメール送信記録をデータとして使用し

た。実践期間中の 2006 年 2 月 14 日に保護者

の携帯電話は回収されたことから、本研究では

実践開始日から 2006 年 2 月 13 日を対象のデ

ータとした。さらに学校外での携帯電話利用を

検討するため、登校時間から下校時間までのデ

ータは除いて分析を行なった。 

 なお、社会ネットワーク分析にあたってはソ



フトウェア UCINET Version6.117 を用い、ネ

ットワーク図の作成には NetDraw を用いた。 

 

3. 発信・送信回数および着信・受信回数 

 分析対象期間の通話発信回数は平均 16.71

回（標準偏差 21.00）であり、中央値は 11 回

であった。また、最小値は 0 回、最大値は 107

回であった。一方、通話着信回数は平均 16.71

回（標準偏差 20.07）であり、中央値は 11 回

であった。また、最小値は 0 回、最大値は 90

回であった。 

 メール送信回数は平均 1242.74 回（標準偏

差 1842.93）であり、中央値は 382 回であった。

また、最小値は 1 回、最大値は 8869 回であっ

た。一方、メール受信回数は平均 1242.74 回

（標準偏差 1648.17）であり、中央値は 570.5

回であった。また、最小値は 18 回、最大値は

7911 回であった。 

 また、1 日あたりの利用数・利用者数などに

ついて、表１にまとめた。1 日あたりの発信・

送信者数をみると、通話は利用回数が少なかっ

ただけでなく、利用する人数がメールに比べて

少なかったことがわかる。1 日あたりの平均行

為者率で示せば、通話が 7.8％であったのに対

し、メールは 51.3％だったことになる。 

 

平均 標準偏差 平均 標準偏差
1日あたりの発信・送信数 5.38 5.72 321.25 284.26
1日あたりの発信・送信者数 2.98 2.23 19.51 3.39
発信・送信者1人あたりの1日
の発信・送信数 1.68 0.94 15.86 12.40

通話 メール

 

 

 

 さらに、1 日あたりの利用数・行為者率につ

いて、時系列であらわしたのが、図１、図２で

ある。 

 図１から、通話に関しては、行為者率と利用

数（発信数）がかなりの程度、同期していたこ

とがわかる。一方で図２から、メールに関して

は、行為者率は安定して推移していたが、利用

数（送信数）は実践期間後半に伸びていたこと

がわかる。つまり、メールに関しては、利用す

る人の数は同じでも、利用量は変動しやすいと

いえる。そのことは、表１において、発信・送

信者 1 人あたりの 1 日の発信・送信数の標準

偏差が通話に関しては 0.94 であったのに対し、

メールに関しては 12.40 であったことからも

わかる。 

 

4. 社会ネットワーク分析 

 社会ネットワーク分析とは、関係構造をマト

リックスとして表現し、マトリックスを数理解

析することで構造を把握する手法である（安田 

2001）。メディアコミュニケーションにおける

社会ネットワークを分析した事例にNIFTYネ

ットワークコミュニティ研究会ほか（1997）

などがある。 

 通話に関しては、通話発信記録のログから、

発信者を縦軸、着信者を横軸にとり、マトリッ

クスを作成した。メールに関しては、メール送

信記録のログから、送信者を縦軸、受信者を横

軸にとり、マトリックスを作成した。これらの

図２ メールの利用数・行為者率 

表１ 1 日あたりの利用数・利用者数 
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図１ 通話の利用数・行為者率 



データマトリックスを対象として、社会ネット

ワーク分析をおこなった。 

 元のデータに対して、バイナリ化を行なって

から社会ネットワーク分析を行なうことも可

能である。だが、本稿ではひとまず元のデータ

のまま分析を行なった結果を報告する。 

 ここでの分析では、通話の社会ネットワーク

とメールの社会ネットワークの二種類をあつ

かう。だが、この二種類は独立の社会ネットワ

ークではない。教育実践研究に参加した子ども

たちの社会ネットワークが通話とメールの二

つの観点から表されたものだといえる。 

 

（１）ネットワーク構造の特徴 

 図３に通話のネットワーク図、図４にメール

のネットワーク図を示す。通話の社会ネットワ

ークには孤立点が生じたが、メールの社会ネッ

トワークには孤立点は生じなかった。 

図３ 通話の社会ネットワーク 

図４ メールの社会ネットワーク 

密度 

 通話の社会ネットワークの密度に関して、マ

トリックス平均値は 0.45、標準偏差は 3.31 で

あった。一方、メールの社会ネットワークに関

しては、マトリックス平均値が 33.59、標準偏

差が 224.25 であった。 

推移性 

 通話の社会ネットワークに関して、最大可能

なトライアド数のうち、推移性のあるトライア

ドが占める割合は 0.29％であった。一方、メ

ールの社会ネットワークに関しては、8.52％で

あった。 

次数にもとづく集中化 

 通話の社会ネットワークに関して、入次数に

もとづく集中化は 2.37％、出次数に基づく集

中化は 2.91％であった。一方，メールの社会

ネットワークに関しては、入次数にもとづく集

中化が 3.52％、出次数に基づく集中化が

4.02％であった。 

媒介性にもとづく集中化 

 通話の社会ネットワークに関して、媒介性に

もとづく集中化は 12.51％であった。一方、メ

ールの社会ネットワークに関しては、7.62％で

あった。 

ネットワーク構造の一致度 

 通話とメールの社会ネットワークの構造が、

どの程度一致しているのかを検討するために、

QAP（Quadratic Assignment Procedure）を

用いて、ネットワーク構造間の相関係数を算出

した。相関係数は 0.27 であり、弱い正の相関

関係にとどまった。 

 

 推移性の分析結果に着目すると、通話よりも

メールの社会ネットワークのほうが推移的で

あったことが明らかである。この結果は、利用

数の影響が強く現れているといえる。だが、通

話よりもメールのほうが、集団をより緊密に結

び付けていたということは事実であるだろう。 

 一方で、集中化の分析結果に着目すると、通



話とメールで大きくは、値が変わらない。集団

の中心性は、通話の場合でもメールの場合でも、

次数に基づく中心性と媒介性に基づく中心性

に限れば、それほど偏らないのだといえる。 

 

（２）クリーク分析 

 クリークとは直接、隣接しあっており、直接

結合の関係で相互に結ばれているノードの集

団である（安田 2001）。ここではクリークの

最小ノード数を 3 に設定して分析を行なった。 

 その結果、メールのネットワークでは 94 個、

通話のネットワークからは 28 個のクリークを

検出した。また、メールのネットワークにおけ

る最大クリークには 11 名、通話のネットワー

クにおける最大クリークは 5 名が含まれてい

た。 

 さらに、抽出されたクリークをもとにクラス

ター分析を行なった。その結果のツリーデンド

ログラムを、通話に関しては図５、メールに関

しては図６に示した。 

図５ ツリーデンドログラム（通話） 

図６ ツリーデンドログラム（メール） 

 

 図５から、通話のネットワークでは、クラス

ターが複数に分散していることがわかる。一方、

図６から、メールのネットワークでは、ノード

の大部分が一つのクラスターに収斂している

ことがわかる。これらのことから、同じ携帯電

話というコミュニケーションメディアであっ

ても、通話とメールとでは、児童たちのつなが

りを異なった形で映し出していたといえる。 

 

5. 携帯電話の教育活用に向けて 

 最後に，本研究からえられた携帯電話の教育

活用への示唆について述べる。 

 メールの利用数・行為者率の時系列分析から、

メール利用の行為者率が大きく変わらなくと

も、メール利用が活発化することが示された。

このことから、学習コミュニティの確立を目指

す場合に、アクティブな学習者を増やすよりも、

活動を活発化させるという方法が示唆される。 

 また、クリーク分析の結果から、集団が一つ

のコミュニティにまとまっていたことが示さ

れた。メールの活用により、学校外での学習コ

ミュニティを作ることができる可能性がある

といえるだろう。 
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